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コメントの概要及びコメントに対する金融庁の考え方 

 
凡 例 

 

本「コメントの概要及びコメントに対する金融庁の考え方」においては、以下の略称を用いています。 

 

正 式 名 称 略 称 

金融商品取引法 金商法 

金融商品取引法施行令 金商法施行令 

 金融商品取引法第二条に規定する定義に関する内閣府令   定義府令 

企業内容等の開示に関する内閣府令 開示府令 

発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内

閣府令 

他社株府令 

発行者による上場株券等の公開買付けの開示に関する内閣府

令 

自社株府令 

  企業内容等の開示に関する留意事項について 企業内容等開示ガイドライン 
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Ⅰ．募集又は売出しの判定のための人数通算対象に対するストック・オプションの付与の除外 

01 改正金商法施行令の施行後に新株予約権証券を発行する

場合における人数通算（政令第１条の６）においては、改

正金商法施行令施行前に現行金商法施行令第２条の 12 に基

づいて発行会社及びその完全子会社の役員・使用人のみに

新株予約権証券を発行した場合の対象者の人数は、その取

得勧誘が過去６ヶ月以内に行われていたとしても、改正金

商法施行令第１条の６が適用されて、人数通算の対象とは

ならないという理解でよいか。 

ご理解のとおりです。 

改正後の金商法施行令第１条の６

の規定の適用については、今般の金

商法施行令の一部を改正する政令の

附則において規定しております。 

02 企業内容等開示ガイドライン４－２では、開示府令第２

条第２項に定める会社の取締役等以外の者を対象に含めて 

基本的には、ご理解のとおりです。

ただし、新株予約権証券（ストック・ 
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 新株予約権証券を付与する場合には、金商法施行令第２

条の 12 に該当しないとされている。 

 例えば、同一の取締役会において、第１号議案として、

当該発行会社、完全子会社及び完全孫会社の役員使用人の

みを対象として新株予約権証券を発行する旨の決議がなさ

れ、第２号議案として、それ以外の者を対象として同内容

の新株予約権証券を発行する旨の決議がなされたと仮定し

ます。この場合、第１号議案に基づく発行は金商法施行令

第２条の 12 に規定する場合に該当し、当該発行の対象者の

人数は、通算の対象とならないという理解でよいか、確認

して頂きたい。 

また、例えば、上記の例の第１号議案と第２号議案とで、

新株予約権の権利内容（行使価格や行使期間等）が異なる

場合においては、第１号議案に基づく発行は金商法施行令

第２条の 12 に規定する場合に該当し、当該発行の対象者の

人数は通算の対象とならないという理解でよいか。 

03 新株予約権証券（ストック･オプション）の発行について、

例えば、同一の取締役会において、①発行会社の役職員 50

人以上に対して新株予約権証券（ストック・オプション）

を発行する決議と、②その翌日に、発行会社の役職員等以

外の者（49 名以下）を発行する決議を行う（従って、①及

び②の勧誘行為は同時に並行して行われます。）ことによ

り、①については金商法施行令第２条の 12による届出免除

の適用、②については金商法施行令第１条の６に基づく少

人数私募の適用がそれぞれ受けられる結果、①及び②のい

ずれについても届出を行うことなく、新株予約権証券（ス

トック・オプション）の勧誘を行うことができるとの理解

でよいか。 

04 新株予約権証券（ストック･オプション）の発行について、

上記の①と②の順番を逆にし、②発行会社の役職員等以外

の者（49 名以下）に対する新株予約権証券（ストック・オ

プション）の発行（割当）を先に行い、その翌日に、①発

行会社の役職員 50 人以上に対する新株予約権証券（ストッ

ク・オプション）の発行（割当）を行う旨の決議を行う場

合も、①及び②のいずれについても届出を行うことなく、

新株予約権証券（ストック・オプション）の勧誘を行うこ

とができると考えてよいか。 

05 上記①及び②の新株予約権証券（ストック・オプション）

の発行（割当）が同日に行われた場合にも届出を要しない

オプション）の募集又は売出しに

ついて、取締役会でその相手方の区

分ごとに別議案として決議する場

合、翌日に決議を行う場合等であっ

ても、投資者保護の観点から、一の

新株予約権証券の募集又は売出しと

して取り扱うことが適切な場合もあ

るものと考えられます。 
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 とすることが合理的と思われる。今回、金商法施行令第２

条の 12 及び企業内容等開示ガイドライン４－２は改正さ

れないが、これらの規定についても改正を行い、(ａ)発行

会社等の役職員のみを対象とする新株予約権証券（ストッ

ク・オプション）の勧誘と、(ｂ)少人数私募の要件を充た

す新株予約権証券の勧誘とを、発行日（割当日）を一にし

て行う場合も、(ａ)については金商法施行令２条の 12 の届

出免除が受けられること、(ｂ)については(ａ)の勧誘人数

が通算の対象とならないことを明らかにしたうえで、いず

れも届出が不要となるような措置をご検討いただきたい。 

仮に、①及び②の勧誘行為が並行して行われる場合に、

少人数私募又は金商法施行令第２条の12が適用されないと

いうことであれば、①の割当日が終わった後に②の勧誘行

為を開始（又は、逆に、②の割当日が終わった後に①の勧

誘行為を開始）することとすれば、①と②の間（又は順番

を逆にする場合には②と①の間）に６ヶ月の期間をあける

ことなく、新株予約権証券（ストック・オプション）の発

行ができるという理解でよいか。その場合、両発行に関す

る勧誘行為が同時期に重なっていない限り、①及び②に関

する発行決議を同一の取締役会において行うことは差し支

えないという理解でよいか。 

 

06  定義府令第 13 条第２項第１号イの改正案は、「令第一条

の六に規定する同種の新規発行証券」から「当該同種の新

規発行証券の取得勧誘が令第二条の十二に規定する新株予

約権証券等の取得勧誘に係る同条に規定する新株予約権証

券等の取得勧誘の相手方が取得したもの」を除外すること

としているが、金商法施行令第１条の６の改正案において

「同種の新規発行証券」の定義に当たって、その発行の際

にその取得勧誘が「第二条の十二に規定する場合に該当す

るものであつた有価証券」を除外することとしており、定

義府令第 13 条第２項第１号イの改正は不要ではないか。 

ご理解のとおりです。 

ご意見を踏まえ、規定を修正致し

ました。 

07  定義府令第 13 条の７第２項第１号イの改正案は、「令第

一条の八の三に規定する同種の既発行証券」から「当該同

種の既発行証券の売付け勧誘等が令第二条の十二に規定す

る新株予約権証券等の売付け勧誘等に係る同条に規定する

新株予約権証券等の売付け勧誘等の相手方が取得したも

の」を除外することとしているが、金商法施行令第１条の

８の３の改正案では、「同種の既発行証券」の定義において

「その売付け勧誘等の際にその売付け勧誘等が第二条の十

二に規定する場合に該当するものであつた有価証券」を除

ご理解のとおりです。 

ご意見を踏まえ、規定を修正致し

ました。 
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外することとしており、定義府令第 13 条の７第２項第１号

イの改正は不要ではないか。 

08  金商法施行令第 1 条の６の改正により、金商法第４条第

１項第１号により開示義務が免除される新株予約権証券の

募集・売出しの相手方は、それぞれ６か月間又は１か月間

の人数通算の対象とされないこととなるが、開示府令２条

４項による１年間の金額通算の対象からは除外されていな

い。情報開示の必要性が低い場合の開示義務を解消すると

いう今回の改正の趣旨からすると、１億円の金額通算の対

象からも外すべきであると考える。 

ご意見を踏まえ、規定を修正致し

ました。 

Ⅱ．特定目的会社に係る適格機関投資家要件の追加 

09  改正案の定義府令第 10 条第１項第 23 号の２ハにおいて

は、特定目的会社が適格機関投資家となるための届出の要

件として、特定資産の管理及び処分に係る業務を信託銀行

等に委託していることが求められている。この点、実務的

には、特定資産の管理及び処分に係る業務の委託契約（以

下「特定資産管理処分委託契約」といいます。）において、

特定目的会社が特定資産として取得することを予定する一

定の種類の有価証券（例えば特定社債券）のみを業務委託

の対象とし、他の種類の有価証券は業務委託の対象としな

いことが想定される。このように、適格機関投資家向けに

発行された全ての種類の有価証券についての管理及び処分

に係る業務を委託するのではなく、特定目的会社が特定資

産として取得することを予定する一定の種類の有価証券に

ついての管理及び処分に係る業務のみを委託する特定資産

管理処分委託契約を締結した場合であっても、改正案の定

義府令第 10 条第１項第 23 号の２ハの定める要件を当然に

充足するものと理解してよいか。 

 ご理解のとおり、特定目的会社が

委託する管理及び処分に係る業務の

対象に、その取得勧誘が金商法第２

条第３項第２号イに掲げる場合に該

当するものである有価証券のうち一

部の種類のものが含まれていれば、

要件を満たすものと考えられます。 

10  改正案の定義府令第 10 条第１項第 23 号の２ハにおける

（特定資産の）「管理及び処分に係る業務」、（当該特定資産

の）「譲渡人である」及び（当該特定資産の）「管理及び処

分を適正に遂行するに足りる財産的基礎及び人的構成を有

する」という文言は、資産の流動化に関する法律第 200 条

第３項における同じ文言と同一の意義であるため、資産の

流動化に関する法律第 200 条第３項の規定よりもさらに要

件を加重する趣旨ではないという理解でよいか。 

ご理解のとおりです。 

11  従前より、届出により適格機関投資家となる２年の間に

事情の変動によって適格機関投資家の要件を満たさなくな

ったとしても、適格機関投資家としての地位を喪失するも

のではないと解されていると理解している。 

 基本的には、届出時に特定目的会

社が投資運用業を行う金融商品取引

業者に特定資産の管理及び処分に係

る業務を委託していることを求める
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したがって、今回新たに設けられる定義府令第 10 条第１項

第 23 号の２ハについても、同号柱書の文言が従前と同様で

あることから、従前の解釈と同様に、同号ハに規定される

要件は届出時において充足することが求められているもの

であり、届出により適格機関投資家となる２年の間に、事

情の変動によって当該要件を充足する状況ではなくなった

としても（例えば、特定資産管理処分委託契約における委

託先を変更する必要が生じ、投資運用業を行う金融商品取

引業者でない者（例えば、投資助言・代理業を行う金融商

品取引業者）を委託先として新たな特定資産管理処分委託

契約を締結する場合が考えられる。）、当然に適格機関投資

家としての地位を喪失することとなるものではないという

理解でよいか。 

ものであり、届出後、適格機関投資

家となる２年の間に、事情の変動に

よって当該要件を充足する状況では

なくなったとしても、直ちに適格機

関投資家でなくなるわけではないと

考えられます。ただし、例えば、①

届出を出した直後に、業務の委託を

解除しているような場合や②事情の

変動によって業務の委託が終了した

後、他の投資運用業を行う金融商品

取引業者に業務の委託を行うことに

よって遅滞なくその状況を是正しな

いまま新たな取引を行うような場合

等、適格機関投資家制度の潜脱に当

たるような場合については、適格機

関投資家に該当しないことになるこ

ともあると考えられます。 

12 改正案の企業内容等開示ガイドライン２―５⑥において

は、新たに発行される有価証券の取得勧誘又は既に発行さ

れた有価証券の売付け勧誘等（以下「勧誘」という。）を適

格機関投資家に対して行う場合で、当該相手方が適格機関

投資家には該当しないものとして取り扱われることがある

場合の例として、当該売り付け等の相手方が取得し、又は

買い付けようとする有価証券の権利と同様の内容の権利を

表示する資産対応証券を発行し、一般投資家に取得させよ

うとする特定目的会社である場合が追加されている。この

ような追加が行われる趣旨は、適格機関投資家向けに発行

された有価証券（以下「プロ私募有価証券」という。）の特

定目的会社への勧誘が、実質的にみて勧誘対象のプロ私募

有価証券を一般投資家に取得させるための勧誘であると評

価できるような場合には、そのような特定目的会社を適格

機関投資家とは取り扱わないとすることで、勧誘対象であ

るプロ私募有価証券について開示規制を適用し、もって一

般投資家の保護を図るところにあり、従前の５つの例（企

業内容等開示ガイドライン２―５①から⑤まで）とその趣

旨は同じであると理解してよいか。 

ご理解のとおりです。 

13  改正案の企業内容等開示ガイドライン２－５⑥におい

て、勧誘の対象となるプロ私募有価証券と発行予定の資産

対応証券とが「同様の内容の権利」を表示しているか否か

については、償還期限、利率・配当率、その他当該有価証

 ご理解のとおり、改正案の「同様

の内容の権利」は、償還期限、利率・

配当率等の権利の内容が実質的に同

一であるという点を基準として判断
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券によって表示される権利の内容が同一か否かという点を

基準として判断されると理解してよいか。仮にそのような

理解でよいのであれば、「同様の内容の権利」という多義的

な解釈を許す文言ではなく、「同一又は実質的に同一内容の

権利」等のより限定的な文言としていただき、また、「取得

し、又は買い付けようとする」の前に「一般投資家に取得

させることを目的として、」を挿入し、当該プロ私募有価証

券を一般投資家に取得させる目的で当該資産対応証券を発

行した場合にのみ、当該特定目的会社が適格機関投資家と

は取り扱われないこととなることを明示することは可能

か。 

されるべきものであると考えられま

すので、ご意見を踏まえ、明確化の

観点から表現を修正させていただき

ます。 

 なお、企業内容等開示ガイドライ

ン２―５⑥が適用される場面につい

ては、対象となる有価証券を一般投

資家に取得させることを目的とする

場面に限られるものではないと考え

ます。 

14  適格機関投資家向けに発行された特定社債券を対象とし

て特定目的会社に対する勧誘がなされ、当該特定目的会社

が当該特定社債券を特定資産として、新規に特定社債券と

優先出資証券との双方を発行することを予定している場合

には、勧誘対象である特定社債券と新規に発行される優先

出資証券は、デットとエクイティという重大な性質の違い

があることから、基本的には両者が「同様の内容の権利」

を表示しているとされることは考えにくいものと理解して

いるが、そのように理解してよいか。 

 取得勧誘又は売付け勧誘等の対象

となる有価証券と特定目的会社が発

行する資産対応証券の権利の内容が

同一であるかどうかは、実質的に判

断すべきものであり、デットとエク

イティという性質の違いがあるから

といって直ちに「実質的に同一の内

容の権利」に該当しないというわけ

ではなく、個別具体的に判断するこ

とが必要であると考えられます。 

15  租税特別措置法施行令第 39 条の 32 の２第２項に定める

特定債権流動化特定目的会社が取得することができる特定

資産である有価証券は、特定資産が不動産等である特定目

的会社が発行する特定社債に限定されている。この場合、

改正案の企業内容等開示ガイドライン２－５⑥の適用に当

たり、当該特定債権流動化特定目的会社が発行する特定社

債又は優先出資証券については、以下のような基準で「同

様の内容の権利を表示する資産対応証券」に該当するかど

うかを判断していいか。 

・発行する特定社債の利率、利払い、償還等の主要な条項

が取得する特定社債の条項と異なっている場合には、同様

の内容の権利を表示する資産対応証券には該当しない。 

・優先出資証券については、社債と出資証券という法的性

質の違いから、同様の内容の権利を表示する資産対応証券

には該当しない。 

取得勧誘又は売付け勧誘等の対象

となる有価証券と特定目的会社が発

行する資産対応証券とで条件が異な

っている場合であっても、権利の内

容が実質的に同一であれば、改正案

の企業内容等開示ガイドライン２―

５⑥が適用されると考えられます。

また、社債と出資証券という違いが

あるからといって直ちに「実質的に

同一の内容の権利」に該当しないと

いうわけではなく、権利の内容が実

質的に同一であるかどうかを個別具

体的に判断することが必要であると

考えられます。 

16  改正案の企業内容等開示ガイドライン２－５⑥は、下記

(１)、(２)のいずれの意義を有すると解釈すべきか。（ある

いは、(１)又は(２)のいずれも正しくない場合には、正し

い解釈を教示いただきたい。） 

 ご意見の趣旨が必ずしも明確では

ありませんが、改正案の企業内容等

開示ガイドライン２―５⑥は、基本

的には、有価証券の取得勧誘又は売
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(１) 一般投資家に本改正案に規定する内容の資産対応証

券を発行する特定目的会社を適格機関投資家に該当しない

ものとして取り扱うのは、有価証券の取得勧誘等又は売り

付け勧誘等が法第２条第３項に定める「有価証券の募集」

又は同条第４項に定める「有価証券の売出し」に該当する

か否かを判定する場合に限られる。言い換えれば、一般投

資家に資産対応証券を発行する特定目的会社が、定義府令

第 10 条第１項 23 号（改正案においては 23 号の２）に定め

る要件を充足し、必要な届出を行う場合に、適格機関投資

家から一律に除外されるものではない。 

 

(２) 一般投資家に本改正案に規定する内容の資産対応証

券を発行する特定目的会社は、定義府令第 10 条第 1 項 23

号（改正案においては 23 号の２）に定める要件を充足し、

必要な届出を行う場合であっても、適格機関投資家から一

律に除外される。 

付け勧誘等の相手方が適格機関投資

家であっても、これに該当する場合

においては適格機関投資家に該当し

ないものとして取り扱うという解釈

を示すものです。ただし、これ以外

の場面であっても、この企業内容等

開示ガイドラインの内容を踏まえ、

適格機関投資家制度の潜脱とみなさ

れる場合には、適格機関投資家に該

当しないものとして取り扱うことも

あると考えられます。 

17 従前、定義府令第 10条第１項 23 号に定める要件を充足

し、定義府令第 10 条第３項に規定する届出を行った特定目

的会社の取扱いは、下記(１)又は(２)のいずれか。（あるい

は、(１)又は(２)のいずれでもない場合には、正しい取扱

いを教示いただきたい。） 

(１) 改正案適用後も、適格機関投資家に該当することと

なる期間の経過までは、適格機関投資家として取り扱われ

る。 

(２) 改正案適用日の前日に、適格機関投資家として該当

することとなる期間は終了し、適用日以後、適格機関投資

家としては取り扱われない。 

ご意見の趣旨が必ずしも明確では

ありませんが、企業内容等開示ガイ

ドラインは、法令の解釈・適用を明

確化するものであり、企業内容等開

示ガイドライン２―５⑥が追加され

たことによって、法令の適用関係が

変わるものではないと考えられま

す。企業内容等開示ガイドライン２

―５⑥を追加する以前であっても、

適格機関投資家制度の潜脱に当たる

ような場合には、適格機関投資家と

して取り扱われるべきではないもの

と考えられます。 

Ⅲ．募集又は売出しに係る有価証券届出書の提出義務が免除される新株予約権証券（ストック・オプ

ション）の付与の対象者の範囲拡大 

18 開示義務が免除される新株予約権証券（ストック・オプ

ション）の募集・売出しの相手方について、発行会社が間

接的に他の会社の発行済株式の総数を所有している場合に

おける、当該他の会社（具体的には、曾孫会社、発行会社

の複数の完全子会社が共同で他の会社の発行済株式の総数

を直接又は間接に所有している場合の他の会社等の役員及

び使用人（以下「役員等」と総称する。）まで拡張していた

だきたい。 

 なぜなら、本改正案において新たに開示義務の免除を認

 今般の改正では、新株予約権証券

（ストック・オプション）の募集・

売出しにおいて、当該新株予約権証

券（ストック・オプション）の発行

会社の完全子会社（当該発行会社が

その発行済株式の総数を所有する会

社）がその発行済株式の総数を所有

する会社（完全孫会社）の役員・使

用人は、当該発行会社及び当該新株
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められた完全孫会社の役員等と、完全孫会社以外の完全間

接子会社の役員等の間においては、発行会社の情報取得の

容易さにおいて有意な差はないと考えられ、完全孫会社の

役員等を相手方とする場合にのみ限定して開示義務を免除

する合理性は乏しいと考えられるためである。 

19 開示府令の改正の趣旨は、完全子会社・完全孫会社はそ

の親会社と実質的に同視できるので、開示義務を免除する

点にあると思われる。ところが、完全子会社が孫会社の株

式の総数を保有する場合のみならず、完全子会社と親会社

があわせて孫会社の株式の総数を保有している場合も、同

様に親会社と同視できると考えられる。したがって、完全

子会社と親会社があわせて孫会社の株式の総数を保有して

いる場合にも、開示義務を免除するべきではないか。 

20 当該発行会社、完全子会社及び完全孫会社の役員・使用

人のみに対する発行を、開示義務の免除の対象とし、それ

以外の発行会社のグループの会社の役員・使用人を対象外

とすることは、必ずしも合理的な根拠に基づく区別ではな

いと思われることから、 

① 発行会社が直接又は間接に過半数の株式を保有してい

る子会社、孫会社及びひ孫会社など、グループ会社の役員・

使用人に対してストック・オプションを発行する場合も、

開示義務の免除の対象としていただきたい。 

② 例えば、発行会社がその完全子会社と 50%ずつ出資し

孫会社を設立している場合、係る孫会社の役員・使用人も

発行会社に関する情報を同様に取得することができるた

め、少なくとも、役員・使用人が開示義務の免除対象とな

る孫会社の規定を、当該発行会社が直接又は間接を問わず

100％の出資をしている会社として頂きたい。 

21 完全孫会社と完全孫会社の完全子会社（完全ひ孫会社）

で情報の非対称性の程度に差があるとは思われないことか

ら、100％の出資関係の連鎖がある限り、届出免除の対象と

すべきではないか。 

22 子会社である限りは 100％の被出資関係がなくとも親会

社のことを十分承知しているはずであり、情報の非対象性

の問題はないと考えられる。このため、届出の免除は、100％

の出資関係がある場合に限る必要はなく、50％超の議決権

保有又は財務諸表規則上の親子関係があれば足りると思わ

れる。 

23  新株予約権証券（ストック･オプション）を発行者、その

完全子会社及び完全孫会社の役員・使用人以外にも発行す

予約権証券（ストック・オプション）

に関する情報を既に取得し、又は容

易に取得することができるものと考

えられることから、従来の完全子会

社の役員・使用人に加え、完全孫会

社の役員・使用人を相手方とする場

合についても、開示義務を免除する

こととしたものです。 

 ご指摘のように、当該発行会社と

その完全子会社でその発行済株式の

総数を所有する会社（間接完全孫会

社）の役員・使用人であっても、当

該発行会社及び当該新株予約権証券

（ストック・オプション）に関する

情報を既に取得し、又は容易に取得

することができるものと考えられる

ことから、当該間接完全孫会社の役

員・使用人を相手方とする当該新株

予約権証券（ストック･オプション）

の募集又は売出しについて、開示義

務を免除することとしました。 

 一方、ご指摘のような当該発行会

社の完全孫会社の完全子会社（完全

ひ孫会社）、当該発行会社が発行済株

式の過半数を所有する会社（非完全

子会社）等については、一般的に、

当該完全子会社・当該完全孫会社（間

接完全孫会社を含む。）に比べ、当該

発行会社との関係が希薄なものとな

り、当該完全ひ孫会社、非完全子会

社等の役員・使用人は当該発行会社

及び当該新株予約権証券（ストッ

ク・オプション）に関する情報を容

易に取得することができなくなると

考えられることから、これらの者に

対する新株予約権証券（ストック･

オプション）の募集・売出しについ

て開示義務を免除することは適切で

はないと考えます。 
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る必要がある場面が想定される。一方、発行者の直接・間

接子会社あるいは兄弟会社等は同一グループとして捉えら

れ、開示義務を課さなくとも弊害は抑制できると考えられ

ることから、届出を免除する対象を完全子会社・完全孫会

社以外にも拡大することが望ましい。 

24  新株予約権証券（ストック・オプション）の募集・売出

しについて、発行会社ないし完全間接子会社から、当該完

全間接子会社の役員等が発行会社の情報を容易に取得でき

る体制が整っていることを記載した書面、参考資料等を貴

庁に提出することにより、貴庁における審査等を経た許

可・承認等の手続きにより個別に開示の義務が受けられる

ような制度の構築を検討していただきたい。 

 ご指摘のように、間接子会社の役

員・使用人が発行会社等に関する情

報を容易に取得することができる体

制が整っているか否かについて金融

庁が個別に審査し、許可・承認等を

行うことは困難であることから、一

律に完全子会社・完全孫会社に限定

して、新株予約権証券（ストック･

オプション）の募集・売出しに係る

開示義務を免除するものです。 

25  金商法第４条第１項第１号により開示義務が免除される

場合として、新株予約権証券の募集・売出しの相手方が発

行会社の「完全孫会社」の役員・使用人である場合も含め

るという今回の改正の趣旨からすると、改正案の開示府令

第２条第２項第２号の「発行者である」の次に「会社の」

が必要ではないか。また、同号の「新株予約権」は、前号

の表現と平仄を合わせて「新株予約権証券」とすべきでは

ないか。 

 ご指摘のとおり、「新株予約権証券

の発行者である会社の完全子会社」

ですので、規定を修正致しました。 

（参考） 他のご意見を踏まえ、新株

予約権証券の発行者である会社及び

その完全子会社がその発行済株式の

総数を所有する会社についても、対

象とすることとしました（19 参照） 

26  「発行済株式の総数」を保有しているか否かが基準とさ

れているが、議決権の総数を保有しているか否かを基準と

すべきではないか。実務的には親会社が子会社の 99％を保

有しているが、子会社自身が１％の自己株式を保有してい

るようなケースもあり、このような場合に届出書の提出を

求める合理性はないと思われる。 

貴重なご意見として、参考にさせ

て頂きます。 

Ⅳ．公開買付届出書の記載事項の簡略化等 

27 他社株府令第13条第１項第11号の規定により添付する、

第二号様式のうち「公開買付者の状況」の「会社の場合」

の（１）及び（２）の記載事項に相当する事項が記載され

た書面は、有価証券報告書等の記載項目と完全には一致し

ないが、例えば、直近の有価証券報告書等（１期分）をそ

のまま添付することでよいとの理解でよいか。 

第二号様式のうち「公開買付者の

状況」の「会社の場合」の（１）及

び（２）の記載事項に相当する事項

が記載された書面を添付すればよ

く、有価証券報告書等をそのまま添

付することを求めるものではありま

せんが、直近の有価証券報告書等（１

期分）をそのまま添付することでも

構いません。 

28 他社株府令第13条第１項第12号の規定により添付する、 第二号様式のうち「最近３年間の
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第二号様式のうち「最近３年間の損益状況等」の記載事項

に相当する事項が記載された書面は、公開買付届出書の「継

続開示会社たる対象者に関する事項」に記載する有価証券

報告書と整合させるため、例えば、直近の有価証券報告書

（１期分）等を添付することとなるのか。それとも、「最近

３年間の損益状況等」に合わせるため２期分（財務諸表は

３期分）の有価証券報告書の添付が必要となるのか。 

損益状況等」の記載事項に相当する

事項が記載された書面を添付すれば

よく、有価証券報告書等をそのまま

添付することを求めるものではあり

ませんが、有価証券報告書をそのま

ま添付する場合は、２期分の有価証

券報告書の添付が必要と考えられま

す。なお、第二号様式のうち「継続

開示会社たる対象者に関する事項」

に記載する有価証券報告書につい

て、２期分記載することとする修正

をいたしました。 

29 自社株府令第６条第１項第１号ヘ及び第２号ヘの規定に

より添付する、第二号様式のうち「公開買付者の状況」の

「発行者の概要」及び「経理の状況」の記載事項に相当す

る事項が記載された書面は、有価証券報告書等の記載項目

と完全には一致しないが、例えば、直近の有価証券報告書

等（１期分）をそのまま添付することでよいとの理解でよ

いか。 

第二号様式のうち「公開買付者の

状況」の「発行者の概要」及び「経

理の状況」の記載事項に相当する事

項が記載された書面を添付すればよ

く、有価証券報告書等をそのまま添

付することを求めるものではありま

せんが、有価証券報告書をそのまま

添付する場合は、２期分の有価証券

報告書の添付が必要と考えられま

す。なお、第二号様式のうち「継続

開示会社たる公開買付者に関する事

項」に記載する有価証券報告書につ

いて、２期分記載することとする修

正をいたしました。 

30 他社株府令第 13条第１項第 11 号、第 12 号や、自社株府

令第６条第１項第１号ヘ、第２号ヘの規定により添付する、

「公開買付者の状況」等の記載事項に相当する事項が記載

された書面として、有価証券報告書等を添付する場合、当

該有価証券報告書等の訂正報告書が提出されている場合は

当該訂正報告書も添付しなければならないとの理解でよい

か。 

有価証券報告書及び訂正報告書等

をそのまま添付することを求めるも

のではありませんが、これらの規定

に基づく添付書類として、有価証券

報告書等をそのまま添付する場合、

有価証券報告書の訂正報告書を添付

することとなると考えられます。 

31 他社株府令第 13条第１項第 11 号、第 12 号や、自社株府

令第６条第１項第１号ヘ、第２号ヘの規定により添付する、

「公開買付者の状況」等の記載事項に相当する事項が記載

された書面として、有価証券報告書等を添付する場合、公

開買付説明書に記載が必要と考えられるが、有価証券報告

書等をそのまま組込み印刷するとの理解でよいか。 

公開買付説明書において、これら

の規定により求められる添付書類に

記載されている事項をそのまま記載

する必要はないと考えられますが、

他社株府令第 24条第１項第２号、第

３号や、自社株府令第 15 条第１項第

２号の規定により求められる、公開
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買付者に係る事業内容の概要及び主

要な経営指標等の推移の的確かつ簡

明な説明や対象者に係る主要な経営

指標等の推移の的確かつ簡明な説明

に関する事項を記載する必要があり

ます。 

 


